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企業会計演習問題

問１

企業会計において、仕訳によって日付順に整理された取引を、勘定科目ごとに記帳整理し、決

算に必要な基礎資料を提供する役割を果たすものはどれか。

ア 試算表 イ 仕訳帳 ウ 仕訳伝票 エ 総勘定元帳

問２

財務諸表の中で、一定時点における企業の財産状態を明らかにする目的で作成される計算書で、

資産＝負債＋資本で表されるバランスシートはどれか。

ア 損益計算書 イ 貸借対照表 ウ 仕訳帳 エ 試算表

問３

貸借対照表と損益計算書の関係を示す図

中の に入れるべき適切な字句の組

合せはどれか。

ａ ｂ ｃ

ア 損益計算書 貸借対照表 原価

イ 損益計算書 貸借対照表 純利益

ウ 貸借対照表 損益計算書 原価

エ 貸借対照表 損益計算書 純利益

問４

貸借対照表を説明したものはどれか。

ア ー定期間における，現金・預金の収入・支出を示したもの

イ 一定期間における，資金の調達と運用を示したもの

ウ 会計期間に属するすべての収益と費用を記載し，算出した利益を示したもの

エ 会計期間の期末日時点での財政状態を示したもの

問５

財務諸表のうち，一定時点における企業の資産，負債及び純資産を表示し，企業の財政状態を

明らかにするものはどれか。

ア 株主資本等変動計算書 イ キャッシュフロー計算書

ウ 損益計算書 エ 貸借対照表

資産

費用

負債

資本

収

益

負債

資本資産
費用

収益

残高試算表

ａ ｂ

ｃｃ
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問６

次の流動資産のうち、当座資産はどれか。

ア 売掛金 イ 仕掛品

ウ 短期貸付金 エ 前払金

問７

財務諸表の項目間の比率を分析する目的で、貸借対照表を利用して、（流動資産／流動負債）

×１００の計算式で求める関係比率はどれか。

ア 固定比率 イ 流動比率

ウ 当座比率 エ 自己資本比率

問８

短期間で返済しなければならない債務に対して、短期間でどれだけ現金化できるかという企業

の支払能力を調べるために用いられる関係比率はどれか。

ア 流動比率 イ 固定比率

ウ 負債比率 エ 自己資本比率

問９

Ｂ社の６月の貸借対照表は次の通りである。当座比率は何％か。

資産 負債

現金 １２０、０００ 支払手形 ２０、０００

受取手形 ４０、０００ 買掛金 １８０、０００

売掛金 ８０、０００ 未払金 ４０、０００

商品 １６０、０００ 長期借入金 １００、０００

建物 ５５、０００ 退職金引当金 ６０、０００

土地 ２０、０００ ４００、０００

備品 ５５、０００ 資本

借地権 １０、０００ 資本金 １５０、０００

商標権 ４０、０００ 法定準備金 ３０、０００

特許権 ２０、０００ 剰余金 ２０、０００

６００、０００ ２００、０００

ア ２０ イ ５０ ウ １００ エ ２００
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問10

次の製造原価明細書から損益計算書を作成したとき、売上総利益は幾らか(単位は千円とする)

製造原価明細書 損益計算書

材料費 ４００ 売上高 １,０００

労務費 ３００ 売上原価

経 費 ２００ 製品期首棚卸高 １２０

当期総製造原価 当期製品製造原価

仕掛品期首棚卸高 １５０ 製品期末棚卸高 ７０

仕掛品期末棚卸高 ２５０ (売上原価)

当期製品製造原価 売上総利益

ア １５０ イ ２００ ウ ３１０ エ ４５０

問11

損益計算書が次のとき、営業利益は幾らか。金額単位はすべて百万円とする。

損益計算書

ア ２７０ 項目 金額

イ ３００ 売上高 １,５００

ウ ３２０ 売上原価 １,０００

エ ５００ 販売費及び一般管理費 ２００

営業外収益 ４０

営業外費用 ３０

経常利益 ３１０

問12

次表はＤ社の損益計算書である。Ｄ社の売上高営業利益率は何％か。

損益計算書（単位：百万円）

ア ４.２ イ ８.０ ウ ８.４ エ １０.０

項 目 金 額

売上高 ２､５００

売上原価 ２､０００

販売費および一般管理費 ３００

営業外収益 ５０

営業外費用 ４０

経常利益 ２１０
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問13

会社の固定費が１５０百万円、変動比率が６０％のとき、利益５０百万円が得られる売上高は

何百万円か。

ア ３３３ イ ４２５

ウ ４５８ エ ５００

問14

売上高が１００百万円のとき，変動費が６０百万円，固定費が３０百万円掛かる。変動費率，

固定費は変わらないものとして，目標利益１８百万円を達成するのに必要な売上高は何百万円か。

ア １０８ イ １２０

ウ １５６ エ １８０

問15

財務諸表に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

ア 財務諸表とは、期首に作成される会計情報である。

イ 貸借対照表とは、一定期間における企業の財産状態を表示するものである。

ウ 損益計算書とは、一定期間における企業の経営成績を表示するものである。

エ 損益計算書の作成にあたって、費用収益対応の原則は、発生主義の立場から求められる。

問16

営業損益の計算式はどれか。

ア 売上高－売上原価

イ 売上高－売上原価－販売費及び一般管理費

ウ 売上高－売上原価－販売費及び一般管理費＋営業外損益

エ 売上高－売上原価－販売費及び一般管理費＋営業外損益＋特別損益

問17

ＲＯＥを説明したものはどれか。

ア 企業が保有する総資産に対する収益性を示す指標

イ 自己資本と総資本の比率から，財務体質の健全性を示す指標

ウ 自己資本と他人資本の有効活用の度合いを計る指標

エ 自己資本に対する収益性を示す指標
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問18

損益分岐点の特性を説明したものはどれか。

ア 固定費が変わらないとき，変動費率が低くなると損益分岐点は高くなる。

イ 固定費が変わらないとき，変動費率の変化と損益分岐点の変化は正比例する。

ウ 損益分岐点での売上高は，固定費と変動費の和に等しい。

エ 変動費率が変わらないとき，固定費が小さくなると損益分岐点は高くなる。

問19

右の損益計算書から、損益分岐点を求めよ。単位は千円とする。

ア ５００ 項目 金額

イ ６００ 売上高 １,０００

ウ ７００ 変動費 ８００

エ ８００ 固定費 １００

利益 １００

問20

図の損益計算書における経常利益は何百万円か。ここで，枠内の数値は明示していない。

ア ４２４

イ ４３４

ウ ４７４

エ ６３４
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問21

図は二つの会社の損益分岐点を示したものである。Ａ社とＢ社の損益分析に関する記述のうち，

適切なものはどれか。

ア Ａ社，Ｂ社ともに売上高が増加した場合，固定費の少ないＢ社の利益がＡ社に比べて増加す

る。

イ Ａ社では製品１個当たりの変動費が少ないので，損益分岐点を超えた売上高のとき，Ｂ社に

比べ利益が大きくなる。

ウ 両社の損益分岐点は同じなので，同じ利益を生み出している場合，両社の売上高は同じであ

る。

エ 両社は損益分岐点が同じであり，したがって損益も同じである。

問22

表は，ある企業の損益計算書である。損益分岐点は何百万円か。

ア ２５０ イ ４９０ ウ ５００ エ ６２５
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問23

財務指標に関する記述のうち，適切なものはどれか。

ア 固定比率は，固定負債に対する固定資産の割合であり，その値が小さいほど安全性が高い。

イ 自己資本比率は，固定資産に対する自己資本の割合であり，その値が大きいほど堅実性が高

い。

ウ 総資本利益率は，総資本に対する利益の割合であり，その値が大きいほど収益性が高い。

エ 流動比率は，流動負債に対する流動資産の割合であり，その値が小さいほど安全性が高い。

問24

ＩＴ投資案件において，５年間の投資効果をＲＯＩ(Return On Investment)で評価した場合，

四つの案件ａ～ｄのうち，最も効果が高いものはどれか。ここで，内部収益率(ＩＲＲ)は０とす

る。

ア ａ イ ｂ ウ ｃ エ ｄ
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問25

情報化投資計画において，投資価値の評価指標であるＲＯＩを説明したものはどれか。

ア 売上増やコスト削減などによって創出された利益額を投資額で割ったもの

イ 売上高投資金額比，従業員当たりの投資金額などを他社と比較したもの

ウ 現金流入の現在価値から，現金流出の現在価値を差し引いたもの

エ プロジェクトを実施しない場合の，市場での競争力を表したもの

問26

企業会計に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

ア 企業会計とは、企業の財産保全を主目的とするもので、外部の人には、必ずしも正確な情報

を伝達する必要はない。

イ 管理会計とは、企業の経営管理に役立てるための会計をいう。

ウ 財務会計とは、企業の財務管理を行うための会計をいう。

エ 企業会計とは、企業会計制度によって、情報の秘密性が守られている。

問27

損益計算書における製品の売上原価を計算する式はどれか。

ア 期首製品棚卸高＋当期製造費用－期末仕掛品棚卸高

イ 期首製品棚卸高＋当期製造費用－期末製品棚卸高

ウ 期首製品棚卸高＋当期製品製造原価－期末製品棚卸高

エ 期首仕掛品棚卸高＋当期製造費用－当期仕掛品棚卸高

問28

次の資料から、期末在庫品を先入先出法で評価した場合と後入先出法で評価した場合の在庫金

額を比較する。正しい記述はどれか。

資料

期首有高 １０個 単価１０円

４月仕入高 １個 単価１１円

６月仕入高 ２個 単価１２円

７月仕入高 ３個 単価１３円

９月仕入高 ４個 単価１４円

期末有高 １５個

ア 先入先出法で評価した場合の方が、１９円高い。

イ 先入先出法で評価した場合の方が、１９円低い。

ウ 先入先出法で評価した場合の方が、８円高い。

エ 先入先出法で評価した場合の方が、８円低い。
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問29

当期末における財務諸表分析の数字が次のとき、売上原価はいくらか。ただし、金額の単位は

すべて百万円とし、売上原価率は(売上原価)／(売上高)で求められる。

売上原価率 ： ８０％

売上高営業利益率： １０％

営業利益 ：２００

ア １,２００ イ １,４００ ウ １,６００ エ １,８００

問30

当期の財務諸表分析の結果が表の値のとき，売上原価は何万円か。

ア １,４００

イ １,６００

ウ １,８００

エ ２,０００

問31

標準原価計算の説明として，適切なものはどれか。

ア 原価要素を変動費と固定費に分類し，変動費を製品原価として計算し，固定費は発生した期

間の費用（期間原価）として計算する。

イ 新製品の企画・開発段階において，目標販売価格から目標利益を差し引いた許容原価を基に

目標原価を設定する。

ウ 製品１単位当たりの達成すべき原価を設定し，それを基準に計算した結果と実際原価との原

価差異を分析する。

エ 発生した原価を，活動単位に集計して活動コストを求め，それを製品やサービスに割り当て

る。

問32

商品Ａを先入先出法で評価した場合，４月末の在庫の評価額は何円か。

ア ３,３００

イ ３,４００

ウ ３,５２５

エ ３,９００
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問33

前期繰越及び期中の仕入と売上は次のとおりであった。期末に一括して後入先出法によって棚

卸資産を評価した場合、その棚卸高は何円か。

仕入 売上

日付 数量(個) 単価(円) 日付 数量(個)

前期繰越 １０ １００ ４月２０日 ４

５月 １日 １５ ９０ ８月３１日 ８

１０月１５日 ５ ７０ １１月２０日 ６

ア ８４０ イ ９８０ ウ １,０８０ エ １,１８０

問34

期首商品棚卸高２０百万円，当期商品仕入高１００百万円，期末商品棚卸高３０百万円のとき，

売上原価は何百万円か。

ア ５０ イ ９０ ウ １１０ エ １５０

問35

表の受払記録において，商品の払出単価の計算方法として後入先出法を適用したとき，９月の

売上原価は何万円か。

ア ５５０

イ ５６１

ウ ５６３

エ ６００

問36

材料の払出単価の計算方法のうち，総平均法を説明したものはどれか。

ア 期初在庫の評価額と購入した材料の総額との合計額をその総数量で割り，払出単価を算出す

る。

イ 購入した都度，購入価額を記録し，最も新しく購入した材料の購入価額と最も古く購入した

材料の購入価額との平均をとり，払出単価を算出する。

ウ 購入した都度，そのときの在庫金額と購入価額との合計額を，在庫数量と購入数量との合計

数量で割り，払出単価を算出する。

エ 前年度の期初在庫の評価額と期末在庫の評価額との合計額を，期初在庫数量と期末在庫数量

との合計数量で割り，払出単価を算出する。
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問37

部品の受払記録が表のように示される場合，先入先出法を採用したときの４月１０日の払出単

価は何円か。

ア １００ イ １１０ ウ １１５ エ １１８

問38

ある商品の前月繰越と受払いが表のとおりであるとき，先入先出法によって算出した当月度の

売上原価は何円か。

ア ２６,２９０ イ ２６,４５０

ウ ２７,２５０ エ ２７,５８６

問39

販売価格が１２万円の製品を製造するのに、表のような案Ａと案Ｂがある。販売数量によって、

どちらの案が有利かが決まる。案Ａと案Ｂにおいて、有利さが逆転する月間販売数量は何個か。

月当たり固定費 変動費単価

案Ａ １,０００万円 ７万円／個

案Ｂ ２,０００万円 ５万円／個

ア ４００ イ ５００ ウ ６００ エ ７００



- 12 -

問40

新製品の価格を、最大の利益が見込めるように設定したい。どの価格設定で、利益が最大とな

る価格はどれか。

いずれの場合にも、次の費用が発生する。

固定費：２,０００,０００円

変動費：１,２００円／個(７０,０００個目までの製品)

１,０００円／個(７０,００１個目以降の製品)

価格(円) 予想販売個数(個)

ア １,６００ １００,０００

イ １,８００ ７０,０００

ウ ２,０００ ６０,０００

エ ２,２００ ５０,０００

問41

販売価格が１４万円の製品を製造する案として表のとおりのＡ案とＢ案がある。月当たりの販

売数量が６００個の場合，Ａ案とＢ案の評価として，適切な記述はどれか。

ア Ａ案の方が利益が多い。 イ Ｂ案の方が利益が多い。

ウ Ａ案とＢ案の利益は等しい。 エ Ａ案，Ｂ案ともに利益が出ない。

問42

次の条件で喫茶店を開業したい。月１０万円の利益を出すには，１客席当たり１日何人の客が

必要か。

ア ３.７５

イ ４

ウ ４.２

エ ５
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問43

ある製品の設定価格と期待需要の関係が１次式で近似できるとき，次のａに入る適切な数値は

どれか。

（１）設定価格を３,０００円にすると，需要は０になる。

（２）設定価格を１,０００円にすると，需要は６０,０００個になる。

（３）設定価格を１,５００円にすると，需要は ａ 個になる。

ア ３０,０００ イ ３５,０００

ウ ４０,０００ エ ４５,０００

問44

Ｔ商店では，毎日ＫとＬという菓子を作り，これを組み合わせて箱詰めした商品ＭとＮを販売

している。箱詰めの組合せと１商品当たりの利益は表に示すとおりである。Ｋの１日の最大製造

能力は３６０個であり，Ｌの１日の最大製造能力は２４０個である。すべての商品を売ったとき

の１日の販売利益を最大にするように，商品ＭとＮを作ったときの利益は何円か。

Ｋ(個) Ｌ(個) 販売利益(円)

商品Ｍ ６ ２ ６００

商品Ｎ ３ ４ ４００

ア ２４,０００ イ ３６,０００

ウ ４０,０００ エ ４８,０００

問45

毎年１,０００,０００個の製品を生産している工場がある。不良率は５％であり，不良品１個

当たりの損失額は１０円である。不良率を低減させ，製品１個当たりのコストを削減させるため

に，表に示す機器Ａ，Ｂの導入を検討している。生産量，不良品１個当たりの損失額は変わらず，

機器はそれぞれ５年問使用する。機器の導入によるコスト見積りに関する記述のうち，適切なも

のはどれか。

ア 機器Ａはコスト削減が期待できるが，機器Ｂではコスト増加になる。

イ 機器Ｂはコスト削減が期待できるが，機器Ａではコスト増加になる。

ウ どちらの機器を導入しても，コスト削減が期待できる。

エ どちらの機器を導入しても，コストは導入前と変わらない。
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問46

ある商品の当期の売上高，費用，利益は表のとおりである。この商品の販売単価が５千円の場

合，来期の利益を２倍以上にするには少なくとも何個販売すればよいか。

ア ２,４００

イ ２,５００

ウ ３,０００

エ ４,０００

問47

表の条件でＡ～Ｅの商品を販売したときの機会損失は何千円か。

ア ８００ イ １,５００ ウ １,６００ エ ２,４００

問48

ある工場では表に示す３製品を製造している。実現可能な最大利益は何円か。ここで，各製品

の月間需要量には上限があり，組立て工程に使える工場の時問は月間２００時問までとする。

ア ２,６２５,０００ イ ３,０００,０００

ウ ３,１５０,０００ エ ３,３００,０００
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問49

情報化に関する費用のうち，ランニングコストに該当するものはどれか。

ア サーバなど情報機器の保守費用

イ 情報システム戦略立案のコンサルティング費用

ウ ソフトウェアパッケージの導入費用

エ 要件定義を行うシステムエンジニアの費用

問50

コストプラス法による価格設定方法を表すものはどれか。

ア 価格分析によって，利益最大，リスク最小を考慮し，段階的に価格を決める。

イ 顧客に対する値引きを前提にし，当初からマージンを加えて価格を決める。

ウ 市場で競争可能と推定できるレベルで価格を決める。

エ 製造原価，営業費を基準にし，希望マージンを織り込んで価格を決める。

問51

表のような装置について，定率法で減価償却を行う場合，３年目の減価償却費の金額は約何万

円か。

ア １３２

イ １４７

ウ １８０

エ ３３２

問52

事業年度初日の平成２１年４月１日に，事務所用のエアコンを１００万円で購入した。平成２

３年３月３１日現在の帳簿価額は何円か。ここで，耐用年数は６年，減価償却は定額法，定額法

の償却率は０.１６７，残存価額は０円とする。

ア ３３２,０００ イ ４９９,０００

ウ ６６６,０００ エ ８３３,０００

問53

事務所用のエアコンを３０万円で購入した。購入日を事業年度初日の平成１３年４月１日とし

たとき，平成１５年３月３１日現在の帳簿価額は何万円か。ここで，耐用年数は６年，減価償却

は定額法によるものとし，残存価額は１０％とする。

ア ２０ イ ２１ ウ ２５ エ ２５.５
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問54

減価償却の方法として認められているものはどれか。

ア 移動平均法 イ 最終取得原価法

ウ 定率法 エ 持分法

問55

総合評価落札方式を用い，次の条件で調達を行う。Ａ～Ｄ社の入札価格及び技術点が表のとお

りであるとき，落札者はどれか。

〔条件〕

(１) 価格点(１００点満点)及び技術点(１００点満点)を合算した総合評価点が最も高い入札者

を落札者とする。

(２) 予定価格を１,０００万円とする。予定価格を超える入札は評価対象とならない。

(３) 価格点は次の計算式で算出する。

［１－（入札価格／予定価格）］×１００

ア Ａ社

イ Ｂ社

ウ Ｃ社

エ Ｄ社

問56

キャッシュフローを改善する行為はどれか。

ア 受取手形の期日を長くして受け取る。

イ 売掛金を回収するまでの期間を短くする。

ウ 買掛金を支払うまでの期間を短くする。

エ 支払手形の期日を短くして支払う。

問57

平成２７年４月に３０万円で購入したＰＣを３年後に１万円で売却するとき，固定資産売却損

は何万円か。ここで，耐用年数は４年，減価償却は定額法，定額法の償却率は０.２５０,残存価

額は０円とする。

ア ６.０ イ ６.５ ウ ７.０ エ ７.５
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問58

表から，期末在庫品を先入先出法で評価した場合の在庫評価額は何千円か。

ア １３２

イ １３８

ウ １５０

エ １６８

問59

キャッシュフロー計算書において，営業活動によるキャッシュフローに該当するものはどれか。

ア 株式の発行による収入 イ 商品の仕入による支出

ウ 短期借入金の返済による支出 エ 有形固定資産の売却による収入

問60

当期の建物の減価償却費を計算すると，何千円になるか。ここで，建物の取得価額は１０,０

００千円，前期までの減価償却累計額は３,０００千円であり，償却方法は定額法，会計期間は

１年間，耐用年数は２０年とし，残存価額は０円とする。

ア １５０ イ ３５０ ウ ５００ エ ６５０


